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令和５年度以降の検討体制と進め方

学校安全の推進に関する有識者会議（親会）

学校事故対応に関する指針の見直しWG

学校における安全点検等の在り方検討WG

「学校事故対応に関する指針の⾒直し」及び「学
校における安全点検等の在り⽅（消費者安全調査委
員会からの意⾒への対応も含む）」について議論を
深掘りするため、設置要綱に基づき、ワーキンググ
ループ（WG）を設置し、機動的に検討を進める。
親会においては、定期的にWGから検討状況の報告

を受け、各テーマの関係性を俯瞰し、学校安全の推
進に係る諸政策の⼀体性を図った議論を進める。
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１．令和５年度における検討体制（案）

２．検討の進め方（案）

〇第３次計画期間（令和４年度〜８年度）においては、以下の６点を本会議の検討テーマとする。
・学校事故対応に関する指針の⾒直しについて
・危機管理マニュアル等の⾒直し・実効性を⾼める⽅策について（A）
・学校安全を推進するための組織体制の在り⽅について（B）
・学校における安全教育の取組のさらなる充実について（C）
・学校における安全点検の在り⽅について（D）
・学校事故予防に向けたデータの活⽤と施策の検証について（E）

〇「学校事故対応に関する指針の⾒直し」と「学校における安全点検等の在り⽅」の検討の後、「危機管理マ
ニュアル等の⾒直し・実効性を⾼める施策」と「学校安全を推進するための組織体制の在り⽅」について、
それぞれ順次検討を進めることとする。

〇「学校における安全教育の取組のさらなる充実」と「学校事故予防に向けたデータの活⽤と施策の検証」に
ついては、テーマの性質に鑑み、第３次計画期間中は継続的に議論を⾏うこととする。

〇WGを設置する場合には、それぞれ検討に当たってその範囲を明⽰し、各WGの検討状況を親会と共有するこ
とで各テーマの関係性を整理しながら、常に政策としての⼀体性を確保しつつ議論を進める。



「第３次学校安全の推進に関する計画」を踏まえて
優先的に取り組むべき課題（これまでの議論のまとめ）

（※赤字の部分は前回資料からの追記箇所です。）



A. 危機管理マニュアル等の見直し・実効性を高める方策について

■第１回・第２回会議における関連発⾔の概要

■第３次計画（Ⅱ推進⽅策）における主な関連記述
１．（３）危機管理マニュアルに基づく取組の充実
国は、学校が作成した危機管理マニュアルについて、「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・⾒

直しガイドライン」等を活⽤した⾒直しを学校及び学校設置者に対して求めるとともに、外部の有識者
等の知⾒を加えて⾒直しを⾏う学校及び学校設置者の取組を⽀援する。その際、国は、最新の情勢の変
化を踏まえ、「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・⾒直しガイドライン」を適時更新する。

○危機管理マニュアルは各学校において作成されてはいるものの、情報が古かったり、内容⾯
に⽋落している部分があったりするものもあるので、⾒直していくことが必要。

○例えば危機管理マニュアルに基づいて避難訓練や点検を実施して、そこで明らかになった課
題を⾒直していくというサイクルが重要ではないか。

○地域全体で連携協働していく中で、学校の危機管理マニュアルや学校安全計画について学校
運営協議会またはその活動の⼀環としての学校安全委員会の活動の中で効果的な⾒直しを検
討していくことができるのではないか。

〇全ての危機管理マニュアルを⾒直すのはとても⼤変なので、訓練や点検とセットにすること
で短時間で効率的に⾏うことができるのではないか。その際、例えば委員会活動の⼀環とし
て実際に児童⽣徒が訓練に参加し、⼦供の視点から⾒直すことが重要。

〇マニュアルの内容の更新に当たっては、情報の新しさだけではなく、「（その事象が）絶対
起こる」という、いわば当事者意識のもとで⾏っていくべき。
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B. 学校安全を推進するための組織体制の在り方について

■第１回・第２回会議における関連発⾔の概要

■第３次計画（Ⅱ推進⽅策）における主な関連記述

○学校安全に係る知識や専⾨性は求められる基本的なレベルが上がってきており、教員養成や
教員研修の在り⽅を⾒直す必要がある。例えばAEDを⽤いた救命⽅法などは消防や⽇本⾚⼗字
社などと連携して教員免許を⽬指す学⽣全員に救命実習を受けられる体制づくりも重要。

〇学校経営の中核に学校安全を位置づけ、校⻑⾃⾝が意識を持って研修に参加するとともに、
学校安全を担う中核教員を育てて校⻑とともに進めていく体制づくりが必要。

〇学校安全に係る教員の専⾨性は⼤きな柱であり、全国の現職の教員研修における標準的な研
修内容に位置付けていくべき。

〇学校安全の「中核を担う教職員」という表現以上に、例えば学校安全主任といった形で明確
に位置付けるべきではないか（中教審安全部会の議論における意⾒）。

〇防災担当を学校組織に置く場合、１⼈ではなくチームで対応できるように、例えば既存のっ
校務分掌を利⽤してそれをチームにするようような組織体制が必要。

１．（５）学校安全に関する校⻑・教職員の研修及び訓練の充実
国は、教職員⽀援機構や各都道府県等と連携しながら、校⻑及び学校安全の中核を担う教職員に対する

学校安全に関する研修の充実を図る。
１．（６）教員養成における学校安全の学習の充実
国は、⼤学等の教員養成機関に対し、学校安全に関する学修内容を充実するよう促す。上述の⼼理的な

側⾯等の学修のほか、例えば、カリキュラム・マネジメントに関して学修する中で学校安全を題材として
取り扱うことや、全ての教職を志す学⽣に応急救命措置の知識を付けさせるためAED を⽤いた実習を含む
⼀次救命措置（BLS）を教育の基礎的理解に関する科⽬以外の科⽬において外部講師を招いて実施するこ
となどを含めた授業科⽬のプログラム等を作成し、⼤学等へ具体的に情報提供し、教育課程の内外を通じ
た学校安全の学修の充実を推進する。 ４



C. 学校における安全教育の取組のさらなる充実について

■第１回・第２回会議における関連発⾔の概要

■第３次計画（Ⅱ推進⽅策）における主な関連記述
３．（２）地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実
国は、全国全ての学校で地域の災害リスクや正常性バイアス等の必要な知識を教える実践的な防災教

育や実践的な避難訓練を実施できるよう、発達段階を考慮した防災教育の⼿引きを新たに作成し周知す
る。等
３．（３）学校における教育⼿法の改善
国は、発達の段階に応じて、被災地を含めた様々なボランティア活動などの体験活動やデジタル技術

を活⽤した学びによる安全教育の推進を図る。また、児童⽣徒等が楽しく前向きに取り組めるような魅
⼒的な授業事例、教職員が活⽤しやすいコンパクトな授業事例の共有やその推進を図る。等

〇震災後⽣まれた⼦供たちの中には、被災地域であってももう震災は⾝近ではなくなっている
という現状がある。災害イマジネーションがない中で、質を伴った防災教育をどのように実
施していくかが課題である。

○⼦供主体の安全教育が浸透してきたが、良い実践事例がその学校だけで終わってしまってい
る。他の先⽣や学校にそのようなやり⽅が共有できるような仕組が重要。

〇学校の中で発⽣しているヒヤリハット事案を共有して教職員の危機管理意識を⾼めることが
有効な対策につながる。【前回Ｂに掲載されたものを移しました】

〇⼦供たちも気づいて注意し合う、リスクコミュニケーションが⾃然に取り合えるような学校
⾵⼟・安全⽂化を⽬指すべき。安全⽂化は意識しないと醸成されないため、例えば⽇常的な
ヒヤリハット収集などの環境づくりと⽇々の蓄積が重要である。
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D. 学校における安全点検の在り方について

■第１回・第２回会議における関連発⾔の概要

■第３次計画（Ⅱ推進⽅策）における主な関連記述

○学校現場で⾏われている安全点検は、専⾨家ではない教員が、どのような視点で何を対象に
どのような基準をもって判断していくのか等を明らかにし、点検の主体と内容をしっかりと分
類して、無理のない形で⾏えるような仕組みを構築する必要がある。
〇安全点検の際に⼦供の視点を⼊れ、例えばGIGA端末を活⽤して校内のヒヤリハット事案を共
有するといった取組は安全教育教材にもつながる。また、安全点検に警察や消防などの地域の
関係機関の視点も盛り込むことで、安全点検の展開が期待できる。

４．（１）①学校における安全点検に関する⼿法の改善
国は、⼦供の視点を加えた安全点検を推進するとともに、学校管理下で発⽣した死亡事故や重⼤事故か

ら得られた情報を基に、類似の事故の発⽣を防ぐため、学校向けの定期点検要領の作成について、第３次
計画期間中の可能な限り早期に検討し、その普及を図る。
４．（１）②学校設置者による点検・対策の実施
国は、学校施設・設備に関する専⾨的な視点からの安全点検の実施体制について、実態を把握し、必要

な取組を強化する。
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E. 学校事故の予防に向けたデータの活用と施策の検証について

■第１回・第２回会議における関連発⾔の概要
○毎年、スポーツ振興センターには災害共済給付事業と関連して学校事故に係る膨⼤なデータ
が集積されるが、これを活⽤して分析が⼗分になされていない。このデータ分析により、学校
事故の予防につなげられるよう、こども家庭庁への業務移管後も同庁との連携が重要。【渡邊】

〇マクロデータ（災害共済給付のデータ）とミクロデータ（個別の事故事例）の両⽅をうまく
活⽤し、例えば専⾨家による学校事故総合分析センターのような専⾨機関を設置して科学的に
分析していくことも有効ではないか。
〇実効性のある対策をしていくというところでは、データの活⽤と、予防策が介⼊したときの
効果の評価の仕組み作りが重要。モデル校やモデル地域を決めてから効果を検証して、予算も
つけて実施すべき。
〇事故情報を即座に全国的に共有したり、⽂部科学省からの注意喚起を確認できるようなシス
テムの整備も有効ではないか。【桐淵】

■第３次計画（Ⅱ推進⽅策）における主な関連記述
３．（３）学校における教育⼿法の改善
安全教育についてはその効果の検証も重要であり、国は、安全教育の評価の在り⽅について検討を進める。

５．（１）②学校安全に係る調査の実施及びモデル事業等の成果の周知
国は、学校管理下の事故等に関する情報発信を強化するとともに、的確なタイミングで事故情報等を学校

設置者及び学校と共有し、実際の学校現場における効果的な活⽤を推進する。具体的には、⽇本スポーツ振
興センターに蓄積されている災害共済給付に関するデータ等について、関係府省庁間での共有を図るととも
に、教科や場⾯に応じた分かりやすい啓発資料の周知、情報共有、効果的な活⽤を図る。
５．（２）科学的なアプローチによる事故予防の取組に関する取組の推進
国は、学校事故の減少に向けて、学校現場で得られる情報・データを科学的に分析し、学校現場における

対策の試⾏・効果検証までを⼀体的に⾏う調査研究を実施するなど、AI やデジタル技術を活⽤した、科学
的なアプローチによる事故予防に関する取組を推進する。

７


